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※自主財源とは町が自主的に調達できる財源のことです。自主財源の割
合が高ければ高いほど、国や県に依存しておらず、より自主的で安定し
た財政運営ができます。
　平成27年度当初予算における自主財源の割合は55.4％で、平成26年度
当初予算から2.1ポイント低下しました。これは、復興事業の実施に伴う国・
県支出金、地方交付税の増のほか、町債の借入れが増加したためです。

予
算

〜
復
興
の
着
実
な
推
進　

幸
せ
を
実
感
で
き
る
ま
ち
づ
く
り
〜
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地方消費税交付金など 
  6億8,334万円（4.1％） 

町  債（借入金） 
13億7,160万円（8.2％） 

国・県支出金 
31億513万円 
（18.5％） 

地方交付税 
23億1,190万円 
（13.8％） 

使用料、手数料など 
7億6,345万円（4.5％） 

繰入金 
40億467万円 
（23.9％） 

町　税 

45億2,991万円（27.0％） 

個人町民税 
法人町民税 
固定資産税 
軽自動車税 
市町村たばこ税 
入湯税 

自
主
財
源 

55.4％ 

依
存
財
源 

44.6％ 

　

町
の
各
種
事
業
を
行
う
た
め
の
平
成　

年
度
予
算
が
決
ま
り
ま
し
た
。

２７

　

東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
興
事
業
の
実
施
に
よ
り
、
前
年
度
に
引
き
続
き
過

去
最
大
規
模
の
当
初
予
算
額
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

町
で
は
、
施
政
方
針
に
掲
げ
る
主
要
事
業
の
と
お
り
、
復
興
事
業
の
着
実
な

推
進
と
、
各
種
防
災
・
減
災
対
策
事
業
を
は
じ
め
、
少
子
高
齢
化
に
伴
う
各
種

事
業
や
公
共
施
設
の
老
朽
化
に
伴
う
修
繕
、
建
替
え
事
業
、
そ
し
て
、
小
中
学

校
へ
の
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
導
入
事
業
な
ど
、
町
民
の
み
な
さ
ま
に
幸
せ
を

実
感
い
た
だ
け
る
よ
う
、
今
後
の
町
の
将
来
を
見
据
え
た
諸
施
策
の
展
開
に
予

算
の
重
点
配
分
を
行
な
っ
て
い
ま
す
。
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（単位：万円） 

一般会計当初予算の推移 

で
す

予
算

167億円7千万円

　

予
算
総
額
は
、
1
６
７
億
７
千
万
円
と

な
り
前
年
度
か
ら　

・
８
％
（　

億
７
千

１９

２７

万
円
）の
大
幅
な
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

そ
の
大
き
な
要
因
は
、
地
方
消
費
税
交

付
金
の
増
の
ほ
か
、
震
災
か
ら
の
復
興
事

業
の
実
施
に
伴
う
国
庫
支
出
金
、
繰
入
金

の
増
加
に
よ
る
も
の
で
す
。

　

国
庫
支
出
金
は
、
浜
田
・
須
賀
地
区
の

高
潮
・
津
波
対
策
事
業
に
よ
り
、
前
年
度

か
ら　

・
８
％（
７
億
３
’２
４
７
万
円
）の

４９

増
と
な
り
ま
し
た
。

　

地
方
交
付
税
は
、
復
興
事
業
の
実
施
が

見
込
ま
れ
る
こ
と
か
ら
、
総
額
で
は
、
前
年

度
か
ら　

・
６
％
（
３
億
６
’１
９
０
万

１８

円
）の
増
を
見
込
ん
で
い
ま
す
が
、
普
通
交

付
税
は
、
地
方
消
費
税
交
付
金
等
の
増
収

に
よ
り
、
前
年
度
か
ら　

％
（
１
億
５
千

２０

万
円
）の
減
を
見
込
ん
で
い
ま
す
。

　

繰
入
金
は
、
復
興
交
付
金
基
金
か
ら
、

こ
れ
ま
で
に
国
か
ら
交
付
さ
れ
た
交
付
金

　

億
５
’１
６
０
万
円
を
繰
り
入
れ
る
と

２７と
も
に
、
財
政
調
整
基
金
か
ら
復
興
事
業

の
地
方
負
担
分
と
し
て
交
付
さ
れ
た
震
災

復
興
特
別
交
付
税
の
積
立
金
な
ど
、　

億
１１

９
’６
６
２
万
円
を
繰
り
入
れ
る
た
め
、

前
年
度
か
ら　

％（　

億
３
４
２
万
円
）の

４３

１２

増
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

町
債
は
、
防
災
・
減
災
対
策
事
業
と
し
て

実
施
す
る
小
中
学
校
屋
内
運
動
場
天
井
等

落
下
防
止
改
修
事
業
や
中
学
校
ト
イ
レ
改

修
事
業
に
よ
り
、　

・
２
％（
３
億
１
５
０

２８

万
円
）の
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

地
方
消
費
税
交
付
金
は
、
消
費
税
率
引

上
げ
の
影
響
が
平
年
度
化
す
る
こ
と
に
よ

り
、　

・
５
％
（
１
億
７
千
万
円
）
の
増
を

５１

見
込
ん
で
い
ま
す
。な
お
、
税
率
改
正
に
伴

う
増
加
分
に
つ
い
て
は
、
児
童
福
祉
費
や

社
会
福
祉
費
に
充
て
る
こ
と
に
し
て
い
ま
す
。

　

町
税
は
、
納
税
者
数
の
増
加
に
よ
る
個

人
町
民
税
の
増
収
が
見
込
ま
れ
ま
す
が
、

税
率
改
正
に
よ
る
法
人
町
民
税
や
消
費
税

増
税
の
影
響
に
よ
る
市
町
村
た
ば
こ
税
の

減
な
ど
に
よ
り
、
町
税
全
体
で
前
年
度
か

ら
０
・
１
％
（
５
０
６
万
円
）
の
減
と
な
っ

て
い
ま
す
。 歳

入

平成27
年度
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公　債　費総　務　費
（復興関連事業含む）

民　生　費

35,326円142,487円91,160円

衛　生　費農林水産業費教　育　費

22,123円57,968円56,696円

議会費・労働費など消　防　費土　木　費

12,016円

議会費、労働
費、商工費、
災害復旧費、
予備費

11,694円31,967円

歳　出 
目的別経費 
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性質別経費 

積立金・出資金・貸付金など 
2億3,832万円（1.4％） 

繰出金 
9億121万円（5.4％） 

公債費 
（借入金返済費用） 
12億8,387万円（7.6％） 

普通建設事業費 
災害復旧費 
69億1,095万円 
（41.2％） 

維持補修費 
補　助　費 

15億669万円（9.0％） 

物件費 
21億3,034万円 
（12.7％） 

扶助費 
19億579万円 
（11.4％） 

人件費 
18億9,283万円 
（11.3％） 

民生費 
33億1,304万円 
（19.8％） 

教育費 
20億6,051万円 
（12.3％） 

総務費 
51億7,841万円 
（30.9％） 

土木費 
11億6,178万円（6.9％） 

農林水産業費 
21億671万円 
（12.6％） 

衛生費 
8億401万円（4.8％） 

消防費 
4億2,498万円（2.5％） 

議会費・労働費、災害復旧費など 
4億3,669万円（2.6％） 

消
費
的
経
費 

44.4％ 

投
資
的
経
費 

41.2％ 

そ
の
他
の
経
費 
14.4％ 

公債費 
（借入金返済費用） 
12億8,387万円（7.6％） 

利府町一般会計　総額　

▽問い合わせ先
　財務課　財政経営班　�767-2198　�767-2102

　

主
な
事
業
に
つ
い
て
は
、
施
政
方
針
（
２
、
３
ペ
ー
ジ
）
の
内
容
の
と

お
り
で
す
が
、
予
算
上
の
大
き
な
も
の
と
し
て
は
農
林
水
産
業
費
で
、
高

潮
・
津
波
対
策
と
し
て
実
施
す
る
浜
田
地
区
の
防
潮
堤
整
備
事
業
、
須
賀

地
区
の
水
門
整
備
事
業
の
本
格
的
な
事
業
着
手
に
よ
り
、
前
年
度
か
ら

１
６
１
・
3
％
（　

億　

万
円
）
の
大
幅
な
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。

１３

６２

　

復
興
関
連
経
費
を
含
ん
だ
総
務
費
は
、
浜
田
・
須
賀
地
区
の
災
害
時
に

お
け
る
避
難
路
や
避
難
所
の
整
備
の
ほ
か
、
地
盤
沈
下
に
よ
る
嵩
上
げ
事

業
や
排
水
対
策
事
業
に
よ
り
、　

・
７
％
（　

億
２
’４
２
２
万
円
）
の
増

２７

１１

と
な
り
ま
し
た
。

　

衛
生
費
は
、
町
営
墓
地
整
備
事
業
の
事
業
着
手
に
伴
う
町
営
墓
地
特
別

会
計
へ
の
繰
出
金
な
ど
に
よ
り
、
前
年
度
か
ら　

・
９
％（
１
億
２
’７
６
８

１８

万
円
）
の
増
と
な
り
ま
し
た
。

　

教
育
費
は
、
防
災
・
減
災
対
策
事
業
と
し
て
実
施
す
る
小
中
学
校
屋
内

運
動
場
天
井
等
落
下
防
止
改
修
事
業
や
、
利
府
小
学
校
校
舎
建
替
え
事
業

に
よ
り
、
前
年
度
か
ら　

・
２
％
（
３
億
１
’７
４
４
万
円
）
の
増
と
な
っ

１８

て
い
ま
す
。

　

今
年
度
も
限
ら
れ
た
財
源
を
最
大
限
有
効
か
つ
効
果
的
に
活
用
し
、
今

後
の
町
の
将
来
を
見
据
え
な
が
ら
、
町
民
の
み
な
さ
ま
の
生
活
に
密
着
し

た
事
業
を
展
開
し
ま
す
。

歳
出

町民一人あたりの行政経費（一般会計）
平成27年２月28日現在人口　36,343人

461,437円

10億4,508万円収　益　的（収入）

9億0,158万円　　〃　　（支出）

654万円資　本　的（収入）

6億5,387万円　　〃　　（支出）

■水道事業会計

予算額会計名

34億0,122万円国民健康保険特別会計

18億1,039万円介 護 保 険 特 別 会 計

2億4,726万円後期高齢者医療特別会計

9億5,404万円下 水 道 特 別 会 計

2億0,358万円町 営 墓 地 特 別 会 計

■特別会計　予算総額　66億1,649万円


